







































(３) 東日本大震災・避難情報＆支援情報サイト HP (2018年５月３日更新)。
(４) 復興庁発表 (2017年12月26日)。福島県 (１位)・宮城県 (２位)・岩手
原発避難者の自死と損害賠償請求
川俣・浪江・飯館の３事件に寄せて
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県 (３位) を含む10県の震災関連死は3647人である。
(５) 東京新聞の分析によれば, 2016年３月６日時点で, 福島県内の市町村





ある。なお, この内10件では, 寄与度が50％であると明示され, 死亡慰謝
料の妥結額が700～900万円とされている。
(７) このうち, 避難先で死亡した入院患者計２人の遺族が, 東電に対して
損害賠償を請求した事件では, 東京地裁は, 2016年４月27日, 東電に対し
て約3100万円の損害賠償を命じた (産経ニュース2016年４月27日, 確定)。



















には, ア) 福島県川俣町自死事件 (Ｗ氏・川俣町の自宅で自死＝2011年
６月, 2012年５月提訴), イ) 福島県浪江町自死事件 (Ｉ氏・飯舘村真野
ダムで自死＝2011年７月, 2012年９月提訴), ウ) 福島県飯舘村男性自死
事件 (Ｏ氏・飯館村の自宅で自死＝2011年４月, 2015年７月提訴), エ)
福島県飯舘村女性自死事件 (飯館村の自宅で自死＝2013年３月, 2016年10
月提訴) がある。その他にも, 東電との和解による損害賠償がなされた事
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き支部で, いずれも和解が成立している (福島民報2017年３月11日) が,
詳細は略する。
(８) 福島地裁は, 2016年３月８日, 原告の避難生活と死亡の因果関係を認
めず, 請求を棄却し, その後原告が控訴したが, 控訴審も原告の請求を棄
却し, 2016年12月, 原告は上告を断念した。なお, 同様の別の事件で, 不
認定となった者の遺族が原告としてその取消を求めた訴訟で, 2016年３月
８日, 福島地裁は, 原告が死亡したため, として訴訟を終了させた (福島
民報2016年３月９日, 同2017年３月11日)。
(９) 福島地裁は, 2014年５月27日, 震災と自殺の因果関係を認めず, 原告
の請求を棄却したが, 原告は控訴せず, 同判決は確定した (福島民報同年
５月28日, 福島民友同年９月３日)。

















福島県川俣町の山木屋地区に住み, X1 (夫) と共に養鶏場に勤務して
いたＷ氏 (以下Ｗ＜以下他の者も含め敬称略＞) は, 2011年３月11日の
Ｙ (東京電力) による福島第１原発事故 (以下本件事故) により, 同年３




れた。X3 が郡山市に転居したあと, Ｗ・X1・X2 も, 同年６月12日に福
島市に転居したが, 上記養鶏場は, ６月17日, 完全に閉鎖され, Ｗ・X1
は仕事を失い, 福島市内のアパートで一日中過ごす生活となった。Ｗは,
将来の生活, 帰還可能性, 自宅で栽培中の花, 住宅ローンの支払などに関




















(12) 福島地判平26 (2014)・８・26 (判例時報2237・78)。同判決について
は, 筆者は,「原発避難者の自死への損害賠償－福島県川俣町の自死事件
判決」(法律時報2016年３月号106頁) において検討を行ったことがある。
(13) 福島地判平27 (2015)・６・30 (判例時報2282・90)。




止なので, X1 は翌朝アパートに戻ると伝えたが, Ｗは帰りたくないと言
い, 夜布団の中で泣きじゃくった。翌日午前６時30分頃, X1 は, 自宅の
庭の木の下で, Ｗが焼身自死をして倒れているのを発見したが, Ｗの遺書














い精神的破綻状態 (｢うつ状態｣) となり, それがＷの自死の「準備状態を
形成した大きな原因」である, と結論付けた。
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(15) ルンバール・ショック事件に関する最判昭50 (1975)・10・24 (判例
時報792号３頁)。
(16) ｢環境由来の心理的負荷 (ストレス)」() と「個体側の反応性, 脆
弱性」() との「関係で精神的破綻が生じるかどうかが決まる」とする
理論で, が非常に強ければ, が小さくても破綻が起こる, 逆に, が
大きければ, が小さくても破綻が生じる, とする (｢心理的負荷による
精神障害の認定基準について」＜厚生労働省労働基準局長通達, 平成23年













(ｃ) 他方, 本判決は, について, 脆弱性ありとされるのは例えば既往
症であるところ, Ｗに精神疾患の既往症はないが,「心身症」が10年以上
あったと推認でき, これは「一般人に通常想定される個体差の範囲を超え















































せず, 短期間に次々と遭遇することは, 通常人にも過酷である。特に, 山
木屋に生まれ育ち, 家族を持ち, 家族と居住し (合計58年余), 今後も居
住し続け, 農作物や花を育て, 働き続けるつもりのＷには, 生活の場を自
らの意思によらず突如失い,「終期の見えない避難生活を余儀なくさせら
れたストレスは, 耐え難い」からである。他方, X1 らは, 労働者の個性
の多様さとして通常想定される範囲内ならば, 心因的要因は全く斟酌でき
ないと主張していたが, 本判決は, Ｙは, Ｗの損害の拡大を防止できる地
位にはないとして, X1 らの主張も認めなかった。結局, 本判決は, 個体
論
説
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側の脆弱性 (心身症) を斟酌するものの, その寄与割合は２割, 原発事故
の寄与割合は８割, と評価した。その結果, 本判決は, Ｗの慰謝料および
逸失利益分と, X1～X4 の固有の損害から, それぞれ, 民法722条２項の
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(18) 最判昭48 (1973) 年６月７日民集27・６・681。
(19) 水野謙「震災関連自殺の法的諸問題―福島原発事故に注目して」(法








別し, 自死との因果関係について, 同条２項 (債務者の予見性または予見
可能性) を適用した点であろう。本判決は, 原発事故による自死のＹ (東





















法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 239(667)
(21) 富田哲「原発事故と自死との相当因果関係―福島地裁平成26年８月26
日判決の検討―」(行政社会論集27巻４号＜2015年＞140頁) は, 本判決が,
民法416条２項 (特別損害) を適用したことに対して疑問を呈し, 同条１
























まり, ２割のみの減額とされたのは, 本件事故から, 客観的には一般人・
通常人にも「強いストレス要因」をもたらす「出来事」が生じたからなの
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(23) 同最判は, 原審判決 (東京高判平４＜1992＞・12・21金融・商事判例







福島県浪江町幾代橋の生家に, X1 (妻) と暮らしていた (浪江町に約67





化し, 食欲が減退して, 表情が乏しくなり, 外出も少なくなった。Ｉは,
趣味の釣りや家庭菜園ができない不満を延べ, 実母の認知症も悪化して疲
弊し, 一時帰宅時も自宅に帰れないのが辛いと述べた。Ｉには, 持病の糖






近の橋の下で遺体で発見された (飛び降り自死, 死亡時満67歳)。原告 X1・
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(２) 浪江事件判決の概要
１) 相当因果関係の有無









(ｂ) 次に, 本判決は, Ｉの「うつ状態」の原因を検討し, 精神医学等に
おける「ストレス－脆弱性」理論 (ストレスの強度 () と個体側の脆弱
性 () の相関関係理論) と労災認定実務における評価表 (｢業務外のス
トレスの強度」の「評価表｣) に基づき, ストレスの強度を評価する。そ








(ｃ) 他方で, について, Ｉには持病の糖尿病があって, 長期にわたり
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(25) 以下では, 判例時報と共に, 福島地裁第一民事部の「判決要旨」(平
成27年６月30日) も参照した。














Ｉの慰謝料および逸失利益分と, X1～X3 の固有の損害から, それぞれ,




本判決は, 川俣事件判決と同様, まず, 原賠法３条に民法416条２項を
類推適用し, 次に, 原発事故による自死について労災認定基準 (｢ストレ
ス－脆弱性」理論) の一部を活用し, さらに, 本件事故と自死との因果関
係について, 民法416条２項 (債務者の予見性または予見可能性) を適用
した。そこで, これらについては, 本判決に対するのと同様の指摘ができ
るから, ここでは繰り返さない。しかし, あえて, 両判決の違いを指摘し
てみよう。川俣事件判決は, 個体側の脆弱性 (Ｗの心身症) を, 逆に, 本
論
説
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件事故によるＷのストレスを強めるもの, とする。しかし, 本判決は, 個
体側の脆弱性 (Ⅰの糖尿病) を, 本件事故によるＩのストレスを強めるも
の, とはしていない。むしろ, 本判決は, 個体側の脆弱性は, 本件事故に
よるＩへの「ストレス」とは「別個に生じるストレス」要因だ, と考えた











本判決は, 川俣事件判決と同様, 過失相殺 (民法722条２項) を類推適





































い。Ｏ氏 (以下Ｏ) は, 飯館村の自宅に, X1 (次男の妻)・X2 (孫)・次




朝, Ｏが, 自宅の寝室で首を吊って自死をしていたのが発見された (死亡
時満102歳) (＝避難前の自死)。原告 X1・X2・X3 (孫) は, Ｙ (東京電
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(28) 前掲注(26)福田107頁は,「個体側の脆弱性」() を因果関係の認定
要因として考慮して「ストレスの強度が強い」() とする場合 (評価








次に, 本判決は, Ｏの個体側の要因として, 他の高齢者でも自死の選択




X1 固有の慰謝料合計を４割減額して, 原賠法３条により, X1～X3 総計
で1520万円の損害賠償を認めた。
５．お わ り に
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(29) 茨城県自殺防止対策モデル事業 ｢東日本大震災５年後の被災者・避難
者こころのケアニーズ調査事業報告書｣ (研究代表者 太刀川弘和) (平成





















The Actions for Damages from the Suicides of the Refugees
caused by the Accident of Nuclear Power Plant :
in Relation to the 3 Cases ; Kawamata, Namie,
Iitate in Fukushima
Hidehiko KANBE
This article has been written for the purpose for analyzing the judicial
decisions on the suicides of the refugees were caused by the accident of
nuclear power plant : the Kawamata case, the Namie case and the Iitate case
in Fukushima.
The contents of this article are follows ;
1. First
2. The judicial decision on the Kawamata case (26.8.2014, the Fukushima
District Court ; final)
(1) The outline of this case
(2) The outline of this decision
(3) The study of this decision
3. The judicial decision on the Namie case (30.6.2015, the Fukushima
District Court ; final)
(1) The outline of this case
(2) The outline of this decision
(3) The study of this decision
4. The Iitate case (20.2.2018, the Fukushima District Court ; final)
5. Finally
248(676) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)
